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An Event History Analysis on Social Mobility:  
Discrete-time Multinomial Logit

Nobuo Kanomata

Discrete-time logit model as one type of event history analysis has 
become applied in the studies on social stratification and mobility. 
However, in these studies the hazard probability and the coefficient 
estimated about one occupational category of occurred event are not 
comparable with those about another occupational category of event, 
because the definitions of survival which means nonoccurrence of 
the event are different each other. This paper proposes a discrete-
time multinomial logit model which estimates comparable hazard 
probabilities and coefficients based on the same definition of survival.

The effect of coefficient estimated in logit models has been inter-
preted and explained as increased or decreased ratio of probability 
by odds ratio. However, another interpretation and evaluation would 
appear when the effect of coefficient is interpreted by the criterion 
of increased or decreased difference of probability. The latter half of 
this paper examines the difference between when interpreting coeffi-
cients by odds ratio and when by increased or decreased difference 
of probability, using the result of data analysis. The examination 
shows that the two criterions of interpretation bring different evalu-
ations about the effects of coefficients.

Key words: social mobility, event history analysis, multinomial logit
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階層移動のイベントヒストリー分析： 

離散時間多項ロジット

 鹿 又　 伸 夫＊ 
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1.　階層研究とイベントヒストリー分析
社会階層の研究では，階層移動にイベントヒストリー分析を適用する研

究が多くなってきた．そうしたイベントヒストリー分析では，職歴を利用

したパーソン–ピリオド・データを使用するため，リスクセットという対

象選定はあるが，調査時まで回答者本人が就いたすべての職業を対象範囲

に含めることができる．従来の移動表分析や地位達成分析では，本人の職

業階層が初職，調査時現職，40 歳時の職などと特定された職業に限定さ

れていた．それにくらべると，時代的時期や年齢などの時間的経過にとも

なう階層移動の変化をより精確に捉えることができる．なおイベントヒス

トリー分析の詳細については，Tuma and Hannan （1984），Blossfeld et al. 

（1988），Yamaguchi（1991），Allison（2014）などを参照されたい．

階層移動への応用は，イベントヒストリー分析の中でもとくに離散時間

ロジットが使われている．たとえば，上層ホワイトカラーと非熟練ブルー

カラーへの移動についての石田（2008），上層ホワイトへの移動について

の石田・三輪（2011），自営業への参入についての竹ノ下（2011），自営業

からの退出を扱った竹ノ下（2014）などがある．

離散時間ロジットでは，イベントの生起と非生起の二値変数をもちい

て，イベントが生起するハザード確率（の対数オッズ）を推定する．ハ

ザード確率は，時間 ti の前までイベントが生起しないという条件のもと

で，時間 ti にイベントが生起する確率である．離散時間ロジットでは，継

続時間（特定された始点からの経過時間）を投入する基底ハザード関数が

設定され，ハザード確率（の対数オッズ）に対する各変数の効果を係数と

して推定する 1）．

しかし，階層移動に離散時間ロジットを適用した研究には，2 つの問題

がある．その第 1 は，イベントヒストリー分析で生存と呼ばれる「イベン

トの非生起」の外延と内包にかかわる問題である．第 2 は，投入した変数

の係数があらわす効果についての解釈と説明にかんする問題である．以下
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では，まずこれらの問題を説明し，次いで第 1 の問題を解消するための離

散時間多項ロジット（競合リスク）モデルを提示し，調査データによる分

析例をしめす．さらにその分析結果をもちいて，係数の効果にかんする

第 2 の問題を検討する．本稿は方法論的議論に目的があるので，階層移動

の実質的問題については最小限の言及にとどめる．また既存研究やデータ

分析は男性を対象とした階層移動に焦点をあて，転職や離職については扱

わない．

階層移動に離散時間ロジットを応用した既存研究では，階層移動のイベ

ント生起が本人の前年の職業から「特定の職業」への変化とされている．

これに対して本稿で提示する離散時間多項ロジットのイベント生起は，本

人の前年職から「他の職業」へという変化である．これらの職業の変化は

使用される職業分類上の変化で，前年職からの世代内移動の生起でもあ

る．しかし，後述のデータ分析では世代内移動を離学時の職業からの移動

として扱うので，用語の混乱を避けるため，イベント生起について世代内

移動ではなく，到達イベントまたは到達と表記する．なお世代間移動は，

親の職業と，到達イベントによって到達した職業との間の移動をさす．

1-1.　非生起の外延と内包

石田（2008）は，離学時に就職した後の職歴において上層ホワイトカ

ラー（専門と管理）に到達するイベント，非熟練ブルーカラーに到達する

イベントについてそれぞれ別個に離散時間ロジットを適用した．そして上

層ホワイトと非熟練ブルーの世代間継承について，1995 年以前にイベン

ト生起で到達した場合よりも，1996～2005 年時期に到達した場合の方が

強まっていて階層固定化がみられると指摘した．

その分析では，上層ホワイト到達の「非生起」に，前年職から職業分類

上で変化がない場合とともに，上層ホワイト以外の職業に変化した場合も

含まれている．他方で非熟練ブルー到達の「非生起」には，前年職から変
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化がない場合と非熟練ブルー以外の職業に変化した場合が含まれている．

上層ホワイトと非熟練ブルーのそれぞれに到達するハザード確率は，たが

いに異なる非生起事象にもとづくもので，同等ではない．離散時間ロジッ

トはパーソン–ピリオド・データに二値ロジット（ロジスティック回帰）

を適用するものなので，二値ロジットにたとえていえば従属変数の基準カ

テゴリーがたがいに異なる．したがって，上層ホワイト到達と非熟練ブ

ルー到達の各分析における係数は単純に比較できない．それぞれの係数

は，異なる基準つまり非生起の異なる外延にもとづく係数である．さら

に，「職業の変化がない場合」と「特定された職業以外の職業に到達した

場合」をあわせた事象が，同一の非生起として一括できる確率事象なの

か，という非生起の内包についての疑問も浮かぶ．

林・佐藤（2011）は，職歴の中での正規雇用から非正規雇用への到達，

そして非正規から正規への到達をそれぞれ分析している．ここでも 2 つの

分析での非生起が異なる．一方の非正規への到達では，リスクセットが前

年の正規雇用従事で，非生起には正規雇用内で前年職からの変化がない場

合とある場合が含まれる．他方の正規への到達では，リスクセットが前年

の非正規職従事であり，（非正規雇用内の異質性を問題にしなければ）非

生起は同一事象である．リスクセットと非生起がたがいに異なるため，2

つの分析間でハザード確率や係数の高低を単純に比較できない．また，非

正規到達の分析での非生起（正規雇用内で職業の変化がない場合とある場

合）を確率事象として捉えて良いのかという内包についての疑問も残る．

複数の特定職業に到達するイベントに対する離散時間ロジット分析を

別々におこなった場合，同一研究内で同一のリスクセットや職業分類で

あっても，非生起の外延は異なる．複数の分析間でハザード確率が異なる

基準（非生起の外延）にもとづいて推定されるので，係数を同一基準から

比較できない．階層移動研究で中心的に議論されてきた世代間継承を到達

職業別に分析しても，その係数の大小から世代間継承の強弱を比較できな
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い．また，非生起を確率事象として捉えられるのかという内包への疑問

は，1 つの職業への到達イベントだけを扱う離散時間ロジットをおこなう

研究についても共通する．

1-2.　係数効果の解釈・説明

離散時間ロジットに投入した変数の係数は，オッズ比として提示するこ

とも多い．以下で係数は対数オッズ比をさすものとするが，係数の解釈と

説明はオッズ比からおこなうことが一般的である．たとえば，1.500 とい

う係数であれば，その真数 4.482（＝e1.500）がハザード確率を約 4.48 倍高

める効果だとされる．この効果はハザード確率に対する比，つまり確率の

比である．

ところが，常松（2018）が二値ロジットについて指摘したのと同様に，

係数の効果を確率値の増減した差としてみた場合には，確率の比としてみ

た場合とかなり違った解釈と説明になりやすい．例えば係数が 1.500 で，

基底ハザード確率が 0.001 と 0.020 の場合を比較すると，確率の比としての

効果は 4.482 倍で一定である．しかし，確率の増減差としてみると前者は 

0.003 （＝0.001×4.482－0.001） の増分だが，後者は 0.070 （＝0.020×4.482－ 

0.020）の増分となる．前者では確率の増分が 0.3％なので，あまり効果が

ないという評価になるだろう．他方で後者は，増分が 7％なので明らかに

増大効果である．確率の増減差としてみた係数効果の大小は，ハザード確

率の大きさに依存する．

係数の効果をオッズ比から確率の比として解釈，説明することは間違い

ではない．しかし，確率の比としての効果だけで，係数が確率をどれだけ

増加，減少させるかという情報がないと，偏った評価，判断を導く可能性

がある．たとえば，ある職業の世代間継承（親の職業とイベント生起に

よって到達した職業とが同一の場合）の係数が 1.500 の場合，オッズ比に

よって確率を約 4.48 倍高める効果は，この職業の世代間継承そして世代
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間再生産の傾向が強いという評価を導くだろう．しかし，その職業の基底

ハザード確率が 0.001 であれば，確率の増減差は 0.3％と小さく，世代間

再生産の傾向は大きいとはいえない．要するに，オッズ比によって確率の

比から係数の効果を解釈するだけだと，情報不足による偏った評価をして

しまいかねない．こうした点について，後述の 3.では実際のデータ分析

結果にもとづいて，確率の比としての効果と確率の増減差としてみた効果

を対比して検討する．

2.　階層移動の離散時間多項ロジット・モデル
本稿で提示する離散時間多項ロジット・モデルでは，非生起を職業分類

上で前年の職業から変化がない「持続」として，生起は前年職からの変化

で到達した職業別のイベント（多項）とする．職業分類は非正規と無職を

それぞれカテゴリーとして含むものとするので，リスクセットに雇用状態

および職業に除外対象がない（ただし在学中は除外）．そのため，変化の

ない持続状態が一義的な非生起事象であり，非生起の外延と内包にかんす

る問題と疑問を解消する 2）．また，到達先が異なる職業についての係数の

比較可能性を確保できる．

提示するモデルでは世代間継承と，離学時職業からの世代内移動を組み

入れる 3）．職業分類に非正規雇用と無職を含むので，既存研究でほとんど

扱われてこなかった非正規と無職の世代間継承傾向を扱える．また各職業

の世代内再帰の傾向（職歴の中で離学時と同じ職業にもどる傾向）を検討

できる．次にデータについて説明し，モデルを提示する．

2-1.　パーソン‒ピリオド・データ

「2005 年社会階層と社会移動全国調査（SSM 調査）」の男性票データを

使用して，年単位のパーソン–ピリオド・データを作成した．離学時職業

の後の職歴で前年と同じ職業の場合を「持続（非生起）j＝0」，前年の職
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業から変化して到達した職業 j（j＝1, 2, …, J）を到達イベント（生起）と

した．職業分類は，SSM 職業分類にもとづきながら，専門，管理，大企

業ホワイトカラー［大 W］，小企業ホワイトカラー［小 W］，自営（従業

員数 30 人未満で家族従業者を含む），大企業ブルーカラー［大 B］，小企

業ブルーカラー［小 B］，農業，非正規雇用（臨時雇用・パート・アルバ

イト，派遣社員，契約社員，嘱託），無職の 10 分類とした．大企業は従業

員 300 人以上，小企業は 300 人未満とした．［　］内は図表でもちいる略

記である．職業と表記するときは非正規雇用と無職を含むものとする．

前年からの変化は職業分類上の変化で，転職をともなわない場合もあ

る．逆に転職をしていても，職業分類上の変化がなければ持続になる．継

続時間は前の到達イベント生起からの経過年とした．1 回目の到達イベン

トは，離学時職業からの職業変化で，この場合の経過年は離学時からの経

過年である．2 回目以降の到達イベントの経過年は，その 1 回前の到達イ

ベントからの経過年である．離学時の職業のまま職業の変化がなければ，

到達イベントはなく，対象者が調査時の年齢になるまで各年の持続が続

き，それ以降は右センサー（観測打ち切り）される．また離学前で在学中

は左センサーとした．

2-2.　離散時間多項ロジット・モデル

離散時間多項ロジットは，条件付き多項ロジット （conditional multinomial 

logit） を適用して推定した．そのモデルは（1）式でしめされる．左辺は，継

続時間 ti において職業 j に到達するイベントが生起するハザード確率 hj（ti）

のロジット（対数オッズ）である．h0（ti）はどの職業への到達イベントも

継続時間 ti まで生起しない確率である．λji は基底ハザード関数である．

xm は職業変数（親職業と離学時職業）以外の m 個の独立変数で，bjm は

その係数である．
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γjl は l 種類の職業変数それぞれについて，職業 k （k＝1, 2, …, K. ただし

J＝K）と到達職業 j が同一の場合（j＝k）の係数である．親の職業（l＝1）

についてのγj1 は，世代間継承つまり親と同じ職業に到達する傾向をあら

わす係数である．離学時職業（l＝2）についてのγj2 は，離学時の職業から

他の職業に移った後に離学時と同じ職業 j にもどる世代内再帰の傾向をあ

らわす係数である．

μl θjkl は，世代間の継承をのぞく移動の傾向，また世代内の再帰をのぞ

く移動の傾向をあらわす（j≠k）．θjkl は移動パターンで，μl はその移動パ

ターンがどれほど強く現れるかをあらわす関連度 （association parameter）

である．θjkl は，まず対数乗形モデルの 1 種である Row and Column II モ

デル（以下では RCII と略記）を到達イベントだけのオブザベーションに

適用して推定し，その推定値をパーソン–ピリオド・データに移動パター

ン変数として投入して（1）式のモデルで分析した．

具体的には，まず親職業と到達職業そして離学時職業と到達職業とい

う 2 つの組合せについて，それぞれ RCII で正規化された順序的スコアφj

とσk を推定した 4）．この推定では 16 歳から 59 歳までの到達イベントのオ

ブザベーションを対象としたが，その結果とφj とσk の推定値は付表にし

めした．次に，それぞれの職業の各組合せに対応するθjk（＝φj σk）を移動

パターン変数として投入した．その係数が関連度μl である．ただし，移動

パターン変数は，世代間の継承をのぞく移動の組合せだけ，また世代内の

再帰をのぞく移動の組合せだけに設定し，継承と再帰のγjl はデータから

直接に推定した．

RCII は，世代間移動表（親職業×本人職業のクロス表）について開発さ

れ （Goodman 1979a, 1979b, 1984），多項ロジットへの応用もされ，多くの
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研究で使用されている （Ganzeboom, Luijkx and Treiman 1989; Sørensen  

1992; Wong 1994; Hendrickx and Ganzeboom 1998; Gerber and Hout, 2004;  

Wu and Treiman 2007; 鹿又 2008a, 2008b; Beller 2009; 平尾・太郎丸 2011.

など）．しかし，パーソン–ピリオド・データにそのまま適用しても，その

係数はイベント生起（ハザード確率）に対する効果にならない．そこで上

記のようにまず移動パターンを構成するスコアを推定して，その推定値を

もちいて移動パターンの変数化をおこなった．到達イベントだけのオブザ

ベーション内での移動パターンつまり移動傾向の相対的格差は，パーソ

ン–ピリオド・データであってもその中に含まれる到達だけのオブザベー

ション内では保たれるからである．

3.　分析結果と係数の解釈
時代的な対象時期を 1966～2005 年として，回答者が 16 歳から 39 歳ま

でのオブザベーションを分析した．継続時間は，前の到達イベントからの

経過年数とその 2 乗（経過年 2/10）とした．その他に到達が生起した暦

年における本人年齢［（年齢－15）2/10］とその 2 乗［（年齢－40）2/100］，

到達が生起した暦年の時期区分（1966～75 年，1976～85 年，1986～95 年， 

1996～2005 年の 4 区分），親職業（各職業の継承γj1 と移動パターンθjk1），

離学時職業（各職業の再帰γj2 と移動パターンθjk2）を投入した結果が表 1

である．

3-1.　確率の比としての効果

ここでは対数オッズ比としての係数の真数つまりオッズ比から，ハザー

ド確率に対する効果を解釈する．世代間継承の係数γj1 が有意で大きいの

は，専門 1.091，自営 0.906，無職 0.745，管理 0.614 で（いずれも p＜0.01）

という順になっている．専門や管理の継承傾向が強いことはこれまでも指

摘されてきたが，無職の継承傾向が比較的に強いことは注目される．専門
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の継承は親が専門だと専門に到達する確率が約 2.98 倍（＝e1.091）高く，

無職の継承は親が無職だと無職に到達する確率が約 2.11 倍 （＝e0.745） 高い

ことを意味する．農業の継承は有意ではないが，親が農業だと農業に到達

する確率が約 5.2 倍（＝e1.649）高くなる．

世代内再帰の係数γj2 では，大企業ホワイトが－0.788（p＜0.01），自営が

－0.916（p＜0.05）で有意な負の値で，離学時にこれらに就職した場合，

その後の職歴の中でそれぞれにもどらない傾向をあらわす．その効果は，

これらの職業に到達する確率をそれぞれ約 0.45 倍（＝e－0.788）と約 0.40 倍

（＝e－0.916）にする．他方で，非正規と無職の再帰の係数はそれぞれ 0.886 

と 1.181 で有意な正の値である（いずれも p＜0.01）．離学時に非正規だと

非正規に到達する確率を 2.43 倍（＝e0.886）高め，離学時に無職だと無職

に到達する確率を 3.26 倍（＝e1.181）高める．離学時に非正規雇用に就労

すると，その後の職歴の中で他の職業を経た後に再び非正規に就労する傾

向がある．また離学時に無職になると，職歴の中でまた無職にもどる傾向

がある．

世代間の継承をのぞく移動そして世代内の再帰をのぞく移動の傾向は，

関連度μl と移動パターンθjkl の積であらわされる．表 2 のパネル A には世

代間の移動傾向（μ1 θjk1）を，パネル B には世代内の移動傾向（μ2 θjk2）を

オッズ比としてしめした．世代間継承γj1 と世代内再帰γj2 も同じくオッズ

比として記載した．空白のセルは，該当する到達イベントが観測されな

かったので，移動傾向を推定していない．

世代間と世代内の移動傾向についての検討は省くが，対数オッズ比の絶

対値で効果の大小をみると，世代間の移動傾向よりも世代内の移動傾向の

方が大きく，傾向としてより強い．これは，世代間の移動の関連度μ1 が 

1.601，世代内の移動の関連度μ2 が 3.901 で（表 1），後者の方が大きく推

定されたからである 5）．



（ 12 ）

階層移動のイベントヒストリー分析

3-2.　確率の増減差としての効果

ここでは係数の効果を確率の増減差として解釈してみる．世代間と世代

内の移動傾向はその組合せが多いので，取りあげるのは世代間継承と世代

内再帰だけとする．時間（経過年，年齢，到達時期）によって確率の増減

差は変化するので，経過年と年齢から推定した到達の確率が大きい場合と

表 2　世代間継承・移動と世代内再帰・移動

A. 世代間の継承と移動（オッズ比）

親職業
到達職業

専門 管理 大 W 小 W 自営 大 B 小 B 農業 非正規 無職

専門 2.978 1.420 1.081 1.088 0.954 0.923 0.736 0.705 0.910 0.950
管理 1.407 1.847 1.066 1.072 0.962 0.936 0.778 0.925 0.959
大 W 1.463 1.378 0.781 1.080 0.958 0.929 0.755 0.917 0.954
小 W 0.917 0.929 0.984 1.416 1.010 1.017 1.066 1.076 1.020 1.011
自営 1.024 1.020 1.004 1.005 2.474 0.995 0.983 0.980 0.995 0.997
大 B 0.910 0.924 0.983 0.981 1.011 1.238 1.072 1.082 1.022 1.012
小 B 0.649 0.695 0.922 0.916 1.050 1.087 1.618 1.437 1.103 1.054
農業 0.697 0.737 0.934 0.929 1.042 1.073 1.306 5.203 1.086 1.045
非正規 0.810 0.838 0.961 0.958 1.024 1.042 1.168 1.202 1.026
無職 1.024 1.020 1.004 1.005 0.997 0.995 0.983 0.995 2.106

B. 世代内の再帰と移動（オッズ比）

離学時
職業

到達職業

専門 管理 大 W 小 W 自営 大 B 小 B 農業 非正規 無職

専門 0.863 2.368 1.442 1.054 0.757 0.777 0.551 0.942 0.918
管理 0.937 2.229 1.122 0.271
大 W 1.296 1.867 0.455 1.039 0.817 0.833 0.649 0.768 0.957 0.940
小 W 0.954 0.893 0.953 0.879 1.037 1.034 1.081 1.049 1.008 1.011
自営 0.572 0.789 0.967 0.400 1.178 1.473 1.268 1.040 1.057
大 B 0.924 0.826 0.922 0.988 1.064 0.806 1.141 1.084 1.013 1.019
小 B 0.655 0.362 0.650 0.940 1.389 1.346 1.063 1.538 1.073 1.106
農業 0.780 0.550 0.776 0.964 1.214 1.191 1.513 1.860 1.043 1.061
非正規 0.823 0.626 0.820 0.972 1.163 1.147 1.382 1.219 2.426 1.047
無職 0.837 0.833 0.974 1.149 1.346 1.199 1.030 3.258

注）空白のセルは該当する到達イベントがなかったので推定していない．
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小さい場合を選び，それらを到達時期別に比較することにした．前者は経

過年が 1 年で 18 歳の場合で，後者は経過年が 15 年で 39 歳の場合として，

到達時期別に世代間継承と世代内再帰の係数が確率を増減させる差を検討

した．以下では，前者を「若年」の場合，後者を「壮年」の場合と必要に

応じて略記する．

2 つの場合の選定は，経過年から推定した到達確率（基底ハザード関数

から推定したハザード確率），そして年齢から推定した到達確率によって

おこなった．経過年から推定した到達確率は，各職業を全体としてみる

と，離学した翌年に最大でそれから次第に減少し，経過 13～16 年でもっ

とも小さかった．経過 15 年で小企業ホワイトは 0.035，大企業ホワイト

は 0.013 だが，他はすべて 0.01 以下である．経過 16 年以降は，小企業ホ

ワイト，専門，無職の到達確率が上昇していた．これにくらべて年齢から

推定した到達確率は全体的に小さく，16 歳で最大でそれから次第に減少

し，39 歳では各職業で 0.01 以下だった．これらからハザード確率が大き

いのは若年で経過年が少ない場合で，確率が小さいのは年齢が高く経過年

が多い場合と判断された．前者の若年の場合については，到達イベント数

が 16 歳で 2，17 歳で 17 と少なかったので（18 歳時では 30），誇張になる

危険を避けるために 18 歳とした 6）．他方の壮年の場合は，経過年が 20 年

以上になるのは中卒，高卒の学歴に限定されるので，15 年経過とした 7）．

図 1a は経過年が 1 年で 18 歳の若年の場合，図 1b は経過年 15 年で 39

歳の壮年の場合について，切片，経過年，年齢，到達時期から推定したハ

ザード確率である．若年では小企業ブルー到達の確率が高く，非正規到達

の確率が後の到達時期ほど高まっている．他方で壮年では，管理到達の確

率が他から突出して高い．

図 2a は経過 1 年で 18 歳の若年について，世代間継承の係数γj がハザー

ド確率の値を増減させた差を到達時期別にしめした．小企業ブルー継承

が 0.02（2％）程度，自営と農業の継承が 0.01（1％）程度の増加差となっ
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ており，他より大きい．また，無職の継承が 1966～75 年の到達で 0.008 

（0.8％）から 1996～2005 年の到達で約 0.02（2％）へと，時期が後になる

ほど増分が大きくなっている．その他はほとんど 0.005（0.5％）以内の増

減差である．

図 1a　経過年 1 年，18 歳の場合： 
到達時期別の推定ハザード確率

図 1b　経過年 15 年，39 歳の場合： 
到達時期別の推定ハザード確率
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図 2b の経過 15 年で 39 歳の壮年では，管理継承だけが大きい増分で時

期が後になるほど増分の減少（4.4％から 2.7％へ）がみられる．自営継承

は小さい増分（1％程度）で，その他はほとんど増減差がない．

世代間継承の係数が有意で大きかったのは専門，自営，無職，管理など

図 2a　経過年 1 年，18 歳の場合： 
到達時期別ハザード確率の世代間継承による増減差

図 2b　経過年 15 年，39 歳の場合： 
到達時期別ハザード確率の世代間継承による増減差



（ 16 ）

階層移動のイベントヒストリー分析

で，それらの効果を確率の比から解釈すると，確率をそれぞれ 2.98 倍， 

2.47 倍，2.11, 1.85 倍高めるものだった．しかし，確率の増減差として効

果をみると，若年と壮年で異なり，増減差の大きいのは若年での小企業ブ

ルー継承，自営と農業の継承，無職の継承，そして壮年での管理継承であ

り，大きさの順序も確率の比でみた場合と違う．とくに小企業ブルー継承

は有意な係数でなかったが，若年で到達時期にかかわらず一貫して大きい

増分効果である．有意な係数で確率の比が大きかった専門継承は，確率の

増減差をほとんどもたらさない．また若年での無職継承と壮年での管理継

承のように，到達時期による増減差に変化もみられる．

世代間継承と同様に世代内再帰による確率の増減差を，到達時期別に経

過年が 1 年で 18 歳の図 3a と，経過年 15 年で 39 歳の図 3b にしめした．

前者の若年の場合では，非生起と無職の再帰による増分拡大が際だってい

る．非正規再帰は，1966～75 年到達の 0.011（1.1％）から 1996～05 年到

達の 0.073（約 7.3％）まで増分が大きくなっている．同様に無職の再帰も 

0.016（1.6％）から 1996～05 年到達の 0.043（約 4.3％）まで増分が増えて

いる．これらは，離学時に非正規雇用そして無職だと，その後の職歴の中

でそれぞれにもどる確率が，時期が最近に近づくほど，高まったことをし

めす．非生起と無職をのぞく職業では再帰による増減差はほとんどなく，

離学時の職業がその後の同じ職業への到達にほとんど影響しない．

図 3b の壮年の場合は，自営と管理の再帰が確率を減少させており，管

理の減分は時期が後になるほど 0.015（1.5％）から 0.009（0.9％）へと小

さくなる傾向がみられる．これは，離学時に管理に就くと，他の職業を経

てその後に再び管理に就くことは起きにくいことだったが，その起きにく

さがやや緩んできたことを示唆する（ただし減分の縮小が小さく，係数も

有意も有意でなかったので，明確な傾向とはいいがたい）．これらをのぞ

いた離学時の職業は，同じ職業への到達にほとんど影響しない．

世代内再帰の係数が有意だったのは大企業ホワイト，自営，非正規，無
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職だった．それらの効果は，確率の比として解釈すると，確率をそれぞれ

約 0.45 倍，0.40 倍，2.43 倍，3.26 倍にするものだった．しかし，確率値の

増減差としてみると，世代内再帰（離学時職業）の効果は，若年の非生起

図 3a　経過年 1 年，18 歳の場合： 
到達時期別ハザード確率の世代内再帰による増減差

図 3b　経過年 15 年，39 歳の場合： 
到達時期別ハザード確率の世代内再帰による増減差
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と無職，そして壮年の管理と自営にみられるだけで，増減差の大きさの順

序は確率の比でみた場合と異なる．大企業ホワイトは係数が有意だったに

もかかわらず，確率の増減差をもたらす効果はあまりない（若年で 0.9％

以下，壮年で 0.04％以下の減分）．他方で係数が有意でなかった管理は壮

年で比較的に大きな減分となっている．また，若年での非生起と無職で

は，確率の増減差に顕著な時期間の変化がみられた．

4.　考察
確率の増減差としてみた係数効果は，確率の比としてみた場合とは様相

が異なるものになる．確率の比としてみた効果はつねに一定だが，増減差

としての効果は時間的に一定ではない．確率の比としての解釈は一定の解

釈と評価を導く．これに対して，確率の増減差として効果は，時間変数が

複数だったり投入変数が多かったりすると，たとえば上記の若年の場合と

壮年の場合として検討したように，限定した場合で提示せざるをえない．

こうした場合，確率の増減差の全体像を把握しにくい．また，どのような

場合を設定するかという恣意性が混入する危険がある．

しかし，係数の効果を確率の比として解釈することだけで十分というわ

けではない．第 1 に，確率の比そして増減差としての効果の解釈は，実質

的な研究課題が格差の大きさだとすると，異なる評価につながる．世代間

継承の係数（の絶対値）が大きかったのは農業と専門で，確率の比として

も大きかったが（約 5.20 倍と 2.98 倍），確率の増減差としての効果はあま

りないものだった．検討結果は省いたが，管理継承は経過年が多くなるほ

ど，そして年齢が高まるほど，確率の増分を大きくしていた．その管理継

承をのぞく世代間継承の増減差効果は，若年で経過年が少ない時期に大き

いものの，それ以降ではほとんどないに等しくなる．一方の確率の比から

は大きな格差があるという評価に結びつく．他方の確率の増減差からは，

年齢と経過年による一時的な格差はあるが，その後は管理継承をのぞいて
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きわめて小さいという評価に結びつく．

第 2 に，確率の比そして増減差としての効果の解釈は，効果の時間的変

化について異なる評価を導く．ある変数の確率の比としての効果は，その

変数が時間変数の交互作用変数でなければ，時間的に一定である．他方

で，確率の増減差としての効果は時間的に一定とは限らない．経過年から

みると，各職業の継承は経過年が少ないほど，そして年齢が若いほど増減

差を大きくしていた．また，若年での無職の世代間継承，壮年での管理継

承，若年での非正規と無職の世代内再帰などでは，増減差に到達時期間の

変化がみられた．ここでも格差の大きさが実質的課題だとすると，一般的

におこなわれる解釈では，世代間継承の効果（親の職業による影響）と世

代内再帰の効果（離学時職業の影響）に変化がないとされる．しかし，増

減差からみて，年齢が高まるほど管理継承の効果が増大する変化や，若年

での非生起と無職の世代内再帰の効果が最近に近づくほど高まってきた変

化などは，現実とかけ離れているといえない．

変数効果を確率の比として解釈することも，確率の増減差として解釈す

ることも，どちらも誤りとはいえない．確率の比として一般的におこなわ

れてきた解釈は，恣意性を排除して一定の評価を導くという根拠ととも

に，簡便な方法だという理由から採用されてきたように思える．しかし，

それ以上の検討もしないのであれば，変数効果が確率値をどれだけ増減さ

せるかという情報に蓋を閉じてしまう点で，危険な結論にいたる可能性を

排除できない．

付記： データ使用は 2005 年社会階層と社会移動全国調査委員会の許諾を受けてい
る．本研究は JSPS 科研費 15K03821 の助成および平成 29 年度慶應義塾大学特別研
究費による．

注

1） 上記の階層移動の研究では，年齢や到達時期などの時間変数は投入されてい
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るが，継続時間にあたる時間変数が投入されていない．前年職から特定の職
業への変化と定義された到達イベントは職歴の中で繰り返されることがあり，
生起イベントに含まれている．繰り返された到達イベントについての継続時
間は，年齢や到達時期では特定できない．継続時間を特定せずに推定した確
率は，ハザード確率ではなく，時間 ti の前までに生起しているか否かにかか
わらず，時間 ti において生起事象が出現する確率である．

2） ただし，職業分類上での前年職からの変化を確率事象と捉えられるかという
疑問を完全に払拭することはできない．無職は就業している場合と明確に区
別できるので問題なく，非正規もその外延と内包が明確で時代的変化もなけ
れば問題ないだろう．しかし，ある職業分類とそれと異なる他の職業分類で，
一方での前年職からの変化ありが他方での変化なしの持続に，逆に一方での
持続が他方での変化ありになる場合がある．この問題は，研究で使用するカ
テゴリー分類が確率事象を成立させるものか，という根源的問題をはらんで
いる．

3） 世代内移動を前年職からの移動として，前年職を投入することはできない．
職業別到達イベント生起と非生起を前年職からの変化の有無によって定義す
るので，「生起・非生起」と前年職がたがいに独立した事象ではないからであ
る．前年職を投入するとして，前年職と「非生起・職業別生起」の組合せを
考えると（クロス表のように表してみると），ある前年職とそれと同じ職業の
生起の組合せは，論理的にありえず，すべて観測数がゼロになる依存関係が
現れる．離散時間ロジットをもちいた既存研究で前年職を投入するものもあ
るが，原理は同じである．この場合，生起を前年職から特定職業への変化と
定義するので，前年職と「非生起・特定職業への到達イベント生起」の組合
せを考えると，前年職と生起で到達した職業とが同じ職業の組合せは定義か
ら観測数がゼロになる．いずれにしろ，前年職からの変化をイベント生起と
定義するかぎり，従属変数としての「生起・非生起」と独立変数としての前
年職は独立した事象にならない．

4） 正規化されたφ j とσ k は，世代間の移動または世代内の移動が多い職業どうし
が正または負で絶対値が大きくなるように推定される．移動パターンφ j σ k は，
Σj φj σk＝Σk φj σk＝0 となるように正規化されるので，移動が相対的に多いか少
ないかを表す尺度である．

5） 世代間の移動の関連度が小さいのは離学時職業（世代内の再帰と移動）を投
入していることが主な理由である．離学時職業を削除したモデルでの世代間
の移動の関連度μ 1 は 2.351（p＜0.01）だった．また世代間継承の各係数の絶
対値も表 1 のそれよりやや大きいものが多かった．
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6） 経過年別のイベント数は経過 1 年で 283, 2 年で 276 と経過年が短い方が多く，
1 年の経過年を設定しても問題ない．

7） 経過年別にみたイベント数は経過 15 年で 49，年齢別にみたイベント数は 39
歳で 59 だった．
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付表　世代間と世代内の移動バターンを構成するφj とσk の推定（切片は省略）1）

移動パターンの種類 世代間移動 世代内移動

φj 到達職業 到達職業
　専門 0.563 0.279
　管理 0.475 0.671
　大企業ホワイト 0.106 0.285
　小企業ホワイト 0.114 0.041
　自営 －0.063 －0.217
　大企業ブルー －0.109 －0.196
　小企業ブルー －0.416 －0.465
　農業 －0.473 －0.284
　非正規 －0.128 －0.047
　無職 －0.069 －0.066

σk 親職業 離学時職業
　専門 0.462 0.329
　管理 0.378 0.721
　大企業ホワイト 0.422 0.239
　小企業ホワイト －0.096 －0.043
　自営 0.026 －0.214
　大企業ブルー －0.104 －0.073
　小企業ブルー －0.479 －0.388
　農業 －0.401 －0.229
　非正規 －0.233 －0.179
　無職 0.026 －0.164

関連度μ 2.604　** 5.173　**

γj 世代間継承 世代内再帰
　専門 0.556 0.906　**
　管理 0.294 －1.932　**
　大企業ホワイト 0.103 －0.633　**
　小企業ホワイト 0.288 －0.203
　自営 0.827　** 0.265
　大企業ブルー 0.023 0.175
　小企業ブルー －0.193 －0.787　**
　農業 1.452　** 1.594　**
　非正規 0.183 0.518　**
　無職 0.587　**

対数尤度 －6174.2　 －6098.5　
χL

2（尤度比統計量） 306.5　** 457.9　**
df（自由度） 27　 27　
RL

2（擬似決定係数） 0.024　 0.036　
N of observations 2910　 2910　

1）推定は 15～59 歳の到達オブザベーションを対象におこなった． * p＜0.05　** p＜0.01


